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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】ユーザが、一般的なシガレットと同様の使用感
で、パフ動作シリーズを終了すべきタイミングを把握す
ることができる、非燃焼型香味吸引器を提供する。
【解決手段】非燃焼型香味吸引器は、第１ユニットと、
エアロゾル源又は香味源を含む第２ユニットと、制御ユ
ニットとを備える。制御ユニットは、１回のパフ動作シ
リーズにおいて熱源に供給される電力量の累積値である
第１累積電力量を積算し、第１累積電力量が所要電力量
に達した場合に、１回のパフ動作シリーズの終了を通知
する。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　非燃焼型香味吸引器で用いる電池ユニットであって、
　制御部と、
　たばこ原料を有するたばこ源ユニットが取付けられるインタフェースと、
　前記たばこ原料を加熱する熱源に電力を供給する電池とを備え、
　前記たばこ源ユニットを前記電池ユニットに取付けてから前記熱源への電力供給が許容
される許容パフ回数又は許容時間は、所定回数のパフ動作において前記熱源に対して電力
を供給すべき所要パフ回数又は所要時間よりも大きく、
　前記制御部は、前記所定回数のパフ動作において前記熱源に電力が供給された累積パフ
回数又は累積時間が前記所要パフ回数又は前記所要時間に達した場合に、前記所定回数の
パフ動作の終了を通知する、電池ユニット。
【請求項２】
　前記制御部は、前記熱源への電力供給の停止によって前記所定回数のパフ動作の終了を
通知する、請求項１に記載の電池ユニット。
【請求項３】
　前記制御部は、前記累積パフ回数又は累積時間が前記所要パフ回数又は前記所要時間に
達する前後における発光素子の発光態様の変化によって前記所定回数のパフ動作の終了を
通知する、請求項１又は請求項２に記載の電池ユニット。
【請求項４】
　前記制御部は、前記累積パフ回数又は前記累積時間が前記所要パフ回数又は前記所要時
間に達する前後における発光素子の発光態様の変化によって前記所定回数のパフ動作の終
了を通知した後において、前記熱源への電力供給を停止する、請求項１に記載の電池ユニ
ット。
【請求項５】
　前記制御部は、前記たばこ源ユニットの交換又は押しボタンの操作に応じて、前記累積
パフ回数又は累積時間をリセットする、請求項１乃至請求項４のいずれかに記載の電池ユ
ニット。
【請求項６】
　前記許容パフ回数又は前記許容時間は、前記所要パフ回数又は前記所要時間の２倍より
も大きい、請求項１乃至請求項５のいずれかに記載の電池ユニット。
【請求項７】
　たばこ原料を有するたばこ源ユニットと、
　前記たばこ原料を加熱する熱源に電力を供給する電池を有する電池ユニットと、
　制御部とを備え、
　前記たばこ源ユニットを前記電池ユニットに取付けてから前記熱源への電力供給が許容
される許容パフ回数又は許容時間は、所定回数のパフ動作において前記熱源に対して電力
を供給すべき所要パフ回数又は所要時間よりも大きく、
　前記制御部は、前記所定回数のパフ動作において前記熱源に電力が供給された累積パフ
回数又は累積時間が前記所要パフ回数又は前記所要時間に達した場合に、前記所定回数の
パフ動作の終了を通知する、非燃焼型香味吸引器。
【請求項８】
　たばこ原料を有するたばこ源ユニットと、前記たばこ原料を加熱する熱源に電力を供給
する電池を有する電池ユニットとを有する非燃焼型香味吸引器で用いるプログラムを記録
するコンピュータ読取り可能媒体であって、
　前記たばこ源ユニットを前記電池ユニットに取付けてから前記熱源への電力供給が許容
される許容パフ回数又は許容時間は、所定回数のパフ動作において前記熱源に対して電力
を供給すべき所要パフ回数又は所要時間よりも大きく、
　前記所定回数のパフ動作において前記熱源に電力が供給された累積パフ回数又は累積時
間が前記所要パフ回数又は前記所要時間に達した場合に、前記所定回数のパフ動作の終了
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を通知するステップをコンピュータに実行させる、コンピュータ読取り可能媒体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、非吸口端から吸口端に向かって所定方向に沿って延びる形状を有する非燃焼
型香味吸引器及びコンピュータ読取り可能媒体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、燃焼を伴わずに、香味を吸引するための非燃焼型香味吸引器が知られている。非
燃焼型香味吸引器は、非吸口端から吸口端に向かって所定方向に沿って延びる形状を有す
る。非燃焼型香味吸引器は、エアロゾルを発生するエアロゾル源と、燃焼を伴わずにエア
ロゾル源を加熱する熱源と、熱源に電力を供給する電源とを有する（特許文献１）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特表２０１０－５０６５９４号公報
【発明の概要】
【０００４】
　第１の特徴は、非吸口端から吸口端に向かって所定方向に沿って延びる形状を有する非
燃焼型香味吸引器であって、前記非吸口端を有する第１ユニットと、前記第１ユニットに
対して取り付けられる第２ユニットと、前記非燃焼型香味吸引器を制御する制御ユニット
とを備えており、前記第２ユニットは、エアロゾルを発生するエアロゾル源又は香味源を
含み、前記非燃焼型香味吸引器は、燃焼を伴わずに前記エアロゾル源又は前記香味源を加
熱する熱源と、前記熱源に電力を供給する電源とを含み、前記第２ユニットを前記第１ユ
ニットに取付けてから前記熱源に供給することが許容される電力量の累積値である許容電
力量は、所定回数のパフ動作を繰り返す一連の動作である１回のパフ動作シリーズにおい
て前記熱源に供給すべき電力量の累積値である所要電力量よりも大きく、前記許容電力量
は、前記第２ユニットを適切に使用するための条件であり、前記制御ユニットは、前記１
回のパフ動作シリーズにおいて前記熱源に供給される電力量の累積値である第１累積電力
量を積算し、前記第１累積電力量が前記所要電力量に達した場合に、前記１回のパフ動作
シリーズの終了を通知することを要旨とする。
【０００５】
　第２の特徴は、第１の特徴において、前記許容電力量は、前記所要電力量の２倍よりも
大きいことを要旨とする。
【０００６】
　第３の特徴は、第１の特徴又は第２の特徴において、前記制御ユニットは、前記熱源へ
の電力供給の停止によって、前記１回のパフ動作シリーズの終了を通知することを要旨と
する。
【０００７】
　第４の特徴は、第１の特徴又は第２の特徴において、前記制御ユニットは、発光素子の
発光態様によって、前記１回のパフ動作シリーズの終了を通知することを要旨とする。
【０００８】
　第５の特徴は、第３の特徴において、前記制御ユニットは、前記第２ユニットを前記第
１ユニットに取付けてから前記熱源に供給される電力量の累積値である第２累積電力量を
積算し、前記第２累積電力量が前記許容電力量に達した場合であっても、前記第１累積電
力量が前記所要電力量に達していない場合には、前記第１累積電力量が前記所要電力量に
達するまで、前記電源を切断せずに、前記熱源に対する電力の供給を継続することを要旨
とする。
【０００９】
　第６の特徴は、第５の特徴において、前記制御ユニットは、前記第２累積電力量が前記
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許容電力量に達した場合に、発光素子の発光態様によって、前記第２ユニットを交換すべ
き旨を通知することを要旨とする。
【００１０】
　第７の特徴は、第５の特徴において、前記制御ユニットは、前記第２累積電力量が前記
許容電力量に達し、かつ、前記第１累積電力量が前記所要電力量に達した場合に、発光素
子の発光態様によって、前記第２ユニットを交換すべき旨を通知することを要旨とする。
【００１１】
　第８の特徴は、第５の特徴乃至第７の特徴のいずれかにおいて、前記制御ユニットは、
第１操作によって前記第１累積電力量をリセットし、前記第１操作とは異なる第２操作に
よって前記第２累積電力量をリセットすることを要旨とする。
【００１２】
　第９の特徴は、第１の特徴乃至第８の特徴のいずれかにおいて、前記許容電力量は、前
記第２ユニットが前記香味源を有する場合に、前記香味源の寿命に応じて定められること
を要旨とする。
【００１３】
　第１０の特徴は、第１の特徴乃至第９の特徴のいずれかにおいて、前記許容電力量は、
前記第２ユニットが前記エアロゾル源を有する場合に、前記エアロゾル源の寿命に応じて
定められることを要旨とする。
【００１４】
　第１１の特徴は、第１の特徴乃至第１０の特徴のいずれかにおいて、前記許容電力量は
、前記第２ユニットが前記香味源及び前記エアロゾル源を有する場合に、前記香味源の寿
命及前記エアロゾル源の寿命のうち、短い方の寿命に応じて定められることを要旨とする
。
【００１５】
　第１２の特徴は、非吸口端から吸口端に向かって所定方向に沿って延びる形状を有する
非燃焼型香味吸引器で用いるプログラムを記録するコンピュータ読取り可能媒体であって
、前記非燃焼型香味吸引器は、前記非吸口端を有する第１ユニットと、前記第１ユニット
に対して取り付けられる第２ユニットとを備えており、前記第２ユニットは、エアロゾル
を発生するエアロゾル源又は香味源を含み、前記非燃焼型香味吸引器は、燃焼を伴わずに
前記エアロゾル源又は前記香味源を加熱する熱源と、前記熱源に電力を供給する電源とを
含み、前記第２ユニットを前記第１ユニットに取付けてから前記熱源に供給することが許
容される電力量の累積値である許容電力量は、所定回数のパフ動作を繰り返す一連の動作
である１回のパフ動作シリーズにおいて前記熱源に供給すべき電力量の累積値である所要
電力量よりも大きく、前記許容電力量は、前記第２ユニットを適切に使用するための条件
であり、前記プログラムは、前記１回のパフ動作シリーズにおいて前記熱源に供給される
電力量の累積値である第１累積電力量を積算し、前記第１累積電力量が前記所要電力量に
達した場合に、前記１回のパフ動作シリーズの終了を通知するステップをコンピュータに
実行させることを要旨とする。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】図１は、第１実施形態に係る非燃焼型香味吸引器１００を示す図である。
【図２】図２は、第１実施形態に係る霧化ユニット１２０を示す図である。
【図３】図３は、第１実施形態に係る制御回路５０を示すブロック図である。
【図４】図４は、第１実施形態に係る発光態様の一例を示す図である。
【図５】図５は、第１実施形態に係る発光態様の一例を示す図である。
【図６】図６は、第１実施形態に係るパフ動作シリーズにおける電力制御の一例を示す図
である。
【図７】図７は、第１実施形態に係るパフ動作シリーズにおける電力制御の一例を示す図
である。
【図８】図８は、第１実施形態に係る１回あたりのパフ動作における電力制御の一例を示
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す図である。
【図９】図９は、第１実施形態に係る１回あたりのパフ動作における電力制御の一例を示
す図である。
【図１０】図１０は、第１実施形態に係る起動/終了処理を示すフロー図である。
【図１１】図１１は、第１実施形態に係る起動/終了処理を示すフロー図である。
【図１２】図１２は、第１実施形態に係る起動/終了処理を示すフロー図である。
【図１３】図１３は、第１実施形態に係る起動/終了処理を示すフロー図である。
【図１４】図１４は、第１実施形態に係る起動/終了処理を示すフロー図である。
【図１５】図１５は、変更例１に係るパフ動作シリーズにおける電力制御の一例を示す図
である。
【図１６】図１６は、変更例２に係るパフ動作シリーズにおける電力制御の一例を示す図
である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下において、実施形態について説明する。なお、以下の図面の記載において、同一ま
たは類似の部分には、同一または類似の符号を付している。ただし、図面は模式的なもの
であり、各寸法の比率などは現実のものとは異なる場合があることに留意すべきである。
【００１８】
　したがって、具体的な寸法などは以下の説明を参酌して判断すべきものである。また、
図面相互間においても互いの寸法の関係や比率が異なる部分が含まれていることは勿論で
ある。
【００１９】
　［開示の概要］
　背景技術で触れた非燃焼型香味吸引器は、エアロゾル源の寿命が尽きた場合に、非燃焼
型香味吸引器の電源を自動的に切断するように構成されている。なお、エアロゾル源の寿
命は、エアロゾル源を適切に使用するための条件としてエアロゾル源を取付けてから熱源
に電力を供給することが許容される時間（或いは、電力量）の累積値である許容時間（許
容電力量）によって定義可能である。
【００２０】
　ここで、１回のパフ動作シリーズでエアロゾル源を交換することを前提として、エアロ
ゾル源に定められた許容時間が１回のパフ動作シリーズにおいて熱源に電力が供給される
時間の合計である所要期間と同程度に設定されていれば、非燃焼型香味吸引器の電源の切
断によってパフ動作シリーズの終了タイミングが分かるため、一般的なシガレットと同様
の使用感で非燃焼型香味吸引器を用いることができる。なお、パフ動作シリーズとは、所
定回数（例えば、８回）のパフ動作を繰り返す一連の動作である。
【００２１】
　しかしながら、エアロゾル源に定められた許容時間が所要時間よりも長い場合には、１
回のパフ動作シリーズを終えるべきタイミングであっても、非燃焼型香味吸引器の電源が
自動的に切断されない。従って、ユーザが一般的なシガレットと同様の使用感で、パフ動
作シリーズを終了すべきタイミングを把握することは困難である。
【００２２】
　開示の概要に係る非燃焼型香味吸引器は、非吸口端から吸口端に向かって所定方向に沿
って延びる形状を有する。非燃焼型香味吸引器は、前記非吸口端を有する第１ユニットと
、前記第１ユニットに対して取り付けられる第２ユニットと、前記非燃焼型香味吸引器を
制御する制御ユニットとを備える。前記第２ユニットは、エアロゾルを発生するエアロゾ
ル源又は香味源を含む。前記非燃焼型香味吸引器は、燃焼を伴わずに前記エアロゾル源又
は前記香味源を加熱する熱源と、前記熱源に電力を供給する電源とを含む。前記第２ユニ
ットを前記第１ユニットに取付けてから前記熱源に供給することが許容される電力量の累
積値である許容電力量は、所定回数のパフ動作を繰り返す一連の動作である１回のパフ動
作シリーズにおいて前記熱源に供給すべき電力量の累積値である所要電力量よりも大きい
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。前記許容電力量は、前記第２ユニットを適切に使用するための条件である。前記制御ユ
ニットは、前記１回のパフ動作シリーズにおいて前記熱源に供給される電力量の累積値で
ある第１累積電力量を積算し、前記第１累積電力量が前記所要電力量に達した場合に、前
記１回のパフ動作シリーズの終了を通知する。
【００２３】
　開示の概要では、制御ユニットは、第２ユニット（例えば、香味源又はエアロゾル源）
に定められた許容時間が所要時間よりも長いことを前提として、第１累積電力量が所要電
力量に達した場合に、１回のパフ動作シリーズの終了を通知する。これによって、第２ユ
ニット（例えば、香味源又はエアロゾル源）に定められた許容時間が所要時間よりも長い
場合であっても、ユーザは、一般的なシガレットと同様の使用感で、パフ動作シリーズを
終了すべきタイミングを把握することができる。
【００２４】
　［第１実施形態］
　（非燃焼型香味吸引器）
　以下において、第１実施形態に係る非燃焼型香味吸引器について説明する。図１は、第
１実施形態に係る非燃焼型香味吸引器１００を示す図である。図２は、第１実施形態に係
る霧化ユニット１２０を示す図である。
【００２５】
　第１実施形態において、非燃焼型香味吸引器１００は、燃焼を伴わずに香味を吸引する
ため器具であり、非吸口端から吸口端に向かって所定方向Ａに沿って延びる形状を有する
。
【００２６】
　図１に示すように、非燃焼型香味吸引器１００は、電装ユニット１１０と、霧化ユニッ
ト１２０とを有する。電装ユニット１１０は、霧化ユニット１２０に隣接する部位に雌コ
ネクタ１１１を有しており、霧化ユニット１２０は、電装ユニット１１０に隣接する部位
に雄コネクタ１２１を有する。雌コネクタ１１１は、所定方向Ａに直交する方向に沿って
延びるらせん状の溝を有しており、雄コネクタ１２１は、所定方向Ａに直交する方向に沿
って延びるらせん状の突起を有する。雌コネクタ１１１及び雄コネクタ１２１の螺合によ
って、霧化ユニット１２０と電装ユニット１１０とが接続される。霧化ユニット１２０は
、電装ユニット１１０に対して着脱可能に取り付けられる。
【００２７】
　電装ユニット１１０は、電源１０と、センサ２０と、押しボタン３０と、発光素子４０
と、制御回路５０とを有する。
【００２８】
　電源１０は、例えば、リチウムイオン電池である。電源１０は、非燃焼型香味吸引器１
００の動作に必要な電力を供給する。例えば、電源１０は、センサ２０、発光素子４０及
び制御回路５０に電力を供給する。また、電源１０は、後述する熱源８０に電力を供給す
る。
【００２９】
　センサ２０は、吸引者の吸引動作によって生じる風圧を検出する。具体的には、センサ
２０は、霧化ユニット１２０に向かって空気が吸引される際に生じる負圧を検出する。セ
ンサ２０は、特に限定されるものではないが、圧電素子によって構成される。
【００３０】
　押しボタン３０は、所定方向Ａに沿って吸口端側に押し込むように構成される。例えば
、押しボタン３０が所定回数に亘って連続的に押し込まれた場合に、非燃焼型香味吸引器
１００の電源が投入される。
【００３１】
　発光素子４０は、例えば、ＬＥＤや電灯などの光源である。発光素子４０は、所定方向
に沿って延びる側壁に設けられる。発光素子４０は、非吸口端の近傍に設けられることが
好ましい。これによって、所定方向Ａの軸線上において非吸口端の近傍に発光素子が設け
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られるケースと比べて、吸引者は、吸引動作中において、発光素子４０の発光パターンを
容易に視認することができる。発光素子４０の発光パターンは、非燃焼型香味吸引器１０
０の状態を吸引者に通知するパターンである。
【００３２】
　制御回路５０は、非燃焼型香味吸引器１００の動作を制御する。具体的には、制御回路
５０は、発光素子４０の発光パターンを制御し、熱源８０に供給される電力を制御する。
【００３３】
　霧化ユニット１２０は、図２に示すように、保持体６０と、吸収体７０と、熱源８０と
、破壊部９０とを有する。霧化ユニット１２０は、カプセルユニット１３０と、吸口ユニ
ット１４０とを有する。ここで、霧化ユニット１２０は、外気を内部に取り込むための空
気導入孔１２５と、雄コネクタ１２１を介して電装ユニット１１０（センサ２０）に連通
する空気流路１２２と、筒状に配置されるセラミック１２３とを有する。霧化ユニット１
２０は、霧化ユニット１２０の外形を形成する筒状の外壁１２４を有する。セラミック１
２３によって囲まれる空間は、空気流路を形成する。セラミック１２３は、例えば、アル
ミナを主成分として含む。
【００３４】
　保持体６０は、筒状形状を有しており、エアロゾルを発生するエアロゾル源を保持する
。エアロゾル源は、グリセリン又はプロピレングリコールなどの液体である。保持体６０
は、例えば、エアロゾル源が含浸された孔質体によって構成されている。孔質体は、例え
ば、樹脂ウェブである。
【００３５】
　なお、第１実施形態においては、上述したセラミック１２３が保持体６０の内側に配置
されており、保持体６０によって保持されるエアロゾル源の揮発が抑制される。
【００３６】
　吸収体７０は、保持体６０に隣接して設けられており、エアロゾル源を保持体６０から
吸い上げる物質によって構成される。吸収体７０は、例えば、ガラス繊維によって構成さ
れる。
【００３７】
　熱源８０は、燃焼を伴わずにエアロゾル源を加熱する。例えば、熱源８０は、吸収体７
０に巻き回された電熱線である。熱源８０は、吸収体７０によって吸い上げられたエアロ
ゾル源を加熱する。
【００３８】
　破壊部９０は、カプセルユニット１３０が装着された状態において、所定膜１３３の一
部を破壊するための部材である。実施形態において、破壊部９０は、霧化ユニット１２０
とカプセルユニット１３０とを仕切るための隔壁部材１２６によって保持されている。隔
壁部材１２６は、例えば、ポリアセタール樹脂である。破壊部９０は、例えば、所定方向
Ａに沿って延びる円筒状の中空針である。中空針の先端を所定膜１３３に突き刺すことに
よって、所定膜１３３の一部が破壊される。また、中空針の内側空間によって霧化ユニッ
ト１２０とカプセルユニット１３０とを空気的に連通する空気流路が形成される。ここで
、中空針の内部には、香味源１３１を構成する原料が通過しない程度の粗さを有する網目
が設けられることが好ましい。網目の粗さは、例えば、８０メッシュ以上２００メッシュ
以下である。
【００３９】
　このようなケースにおいて、カプセルユニット１３０内に中空針が侵入する深さは、１
．０ｍｍ以上かつ５．０ｍｍ以下であることが好ましく、２．０ｍｍ以上かつ３．０ｍｍ
以下であることがさらに好ましい。これによって、所定膜１３３の所望部位以外の部位を
破壊することがないため、所定膜１３３とフィルタ１３２とによって区画される空間に充
填される香味源１３１の脱離を抑制することができる。また、係る空間からの中空針の離
脱が抑制されるため、中空針からフィルタ１３２に至る適切な空気流路を好適に維持する
ことができる。
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【００４０】
　所定方向Ａに対する垂直断面において、垂直針の断面積は、２．０ｍｍ２以上かつ３．
０ｍｍ２以下であることが好ましい。これによって、中空針を引き抜いた際に、カプセル
ユニット１３０から香味源１３１が脱落することが抑制される。
【００４１】
　中空針の先端は、所定方向Ａに対する垂直方向に対して、３０°以上かつ４５°以下の
傾斜を有することが好ましい。
【００４２】
　但し、実施形態はこれに限定されるものではなく、破壊部９０は、カプセルユニット１
３０が装着された状態において、所定膜１３３に隣接する部位であってもよい。このよう
な部位に対して吸引者が圧力を加えることによって、所定膜１３３の一部が破壊されても
よい。
【００４３】
　カプセルユニット１３０は、第１ユニットに対して着脱可能に取り付けられる。カプセ
ルユニット１３０は、香味源１３１と、フィルタ１３２と、所定膜１３３とを有する。ま
た、所定膜１３３とフィルタ１３２とによって区画される空間内に、香味源１３１が充填
されている。ここで、第１ユニットとは、カプセルユニット１３０以外の部位によって構
成されるユニットである。例えば、第１ユニットは、上述した電装ユニット１１０、保持
体６０、吸収体７０及び熱源８０を含む。
【００４４】
　香味源１３１は、エアロゾル源を保持する保持体６０よりも吸口端側に設けられており
、エアロゾル源から発生するエアロゾルとともに吸引者によって吸引される香味を発生す
る。ここで、香味源１３１は、所定膜１３３とフィルタ１３２とによって区画される空間
内から流出しないように、固体状の物質によって構成されることに留意すべきである。香
味源１３１としては、刻みたばこ、たばこ原料を粒状に成形した成形体、たばこ原料をシ
ート状に成形した成形体を用いることができる。香味源１３１は、たばこ以外の植物（例
えば、ミント、ハーブ等）によって構成されてもよい。香味源１３１には、メントールな
どの香料が付与されていてもよい。
【００４５】
　なお、香味源１３１がたばこ原料によって構成される場合には、たばこ原料が熱源８０
から離れているため、たばこ原料を加熱せずに香味を吸引することが可能である。言い換
えると、たばこ原料の加熱によって生じる不要物質の吸引が抑制されることに留意すべき
である。
【００４６】
　第１実施形態において、フィルタ１３２及び所定膜１３３によって区画される空間に充
填される香味源１３１の量は、０．１５ｇ／ｃｃ以上かつ１．００ｇ／ｃｃ以下であるこ
とが好ましい。フィルタ１３２及び所定膜１３３によって区画される空間において香味源
１３１が占有する体積の占有率は、５０％以上かつ１００％以下であることが好ましい。
なお、フィルタ１３２及び所定膜１３３によって区画される空間の容積は、０．６ｍｌ以
上かつ１．５ｍｌ以下であることが好ましい。これによって、カプセルユニット１３０を
適切な大きさに保ちながら、吸引者が香味を十分に味わうことができる程度に香味源１３
１を収容することができる。
【００４７】
　破壊部９０によって所定膜１３３の一部が破壊され、霧化ユニット１２０とカプセルユ
ニット１３０とが連通した状態において、カプセルユニット１３０の先端部分（被破壊部
分）からフィルタ１３２の末端まで、１０５０ｃｃ／ｍｉｎの流量で空気を吸引した場合
のカプセルユニット１３０の通気抵抗（圧力損失）は、全体として、１０ｍｍＡｑ以上か
つ１００ｍｍＡｑ以下であることが好ましく、２０ｍｍＡｑ以上かつ９０ｍｍＡｑ以下で
あることがさらに好ましい。香味源１３１の通気抵抗を上記の好ましい範囲に設定するこ
とによって、エアロゾルが香味源１３１によって濾過され過ぎる事象が抑制され、効率的
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に香味を吸引者に供給することができる。なお、１ｍｍＡｑは、９．８０６６５Ｐａに相
当するため、上記通気抵抗は、Ｐａで表現することもできる。
【００４８】
　フィルタ１３２は、香味源１３１に対して吸口端側に隣接されており、通気性を有する
物質によって構成される。フィルタ１３２は、例えば、アセテートフィルタであることが
好ましい。フィルタ１３２は、香味源１３１を構成する原料が通過しない程度の粗さを有
することが好ましい。
【００４９】
　フィルタ１３２の通気抵抗は、５ｍｍＡｑ以上かつ２０ｍｍＡｑ以下であることが好ま
しい。これによって、香味源１３１から生じる蒸気成分を効率的に吸着しながら、エアロ
ゾルを効率的に通過させることができ、適切な香味を吸引者に供給することができる。ま
た、吸引者に対して適切な空気の抵抗感を与えることができる。
【００５０】
　香味源１３１の質量とフィルタ１３２の質量との比率（質量比率）は、３：１～２０：
１の範囲であることが好ましく、４：１～６：１の範囲であることがさらに好ましい。
【００５１】
　所定膜１３３は、フィルタ１３２と一体として成形されており、通気性を有していない
部材によって構成される。所定膜１３３は、香味源１３１の外面のうち、フィルタ１３２
と隣接する部分を除いた部分を被覆する。所定膜１３３は、ゼラチン、ポリプロピレン及
びポリエチレンテレフタレートによって構成される群の中から選択される少なくとも一つ
の化合物を含む。ゼラチン、ポリプロピレン、ポリエチレン及びポリエチレンテレフタレ
ートは、通気性を有しておらず、かつ、薄膜の形成に適している。また、ゼラチン、ポリ
プロピレン、ポリエチレン及びポリエチレンテレフタレートは、香味源１３１に含まれる
水分に対して十分な耐性が得られる。ポリプロピレン、ポリエチレン及びポリエチレンテ
レフタレートは、特に耐水性に優れる。さらに、ゼラチン、ポリプロピレン及びポリエチ
レンは、耐塩基性を有しているため、香味源１３１が塩基性成分を有する場合でも、塩基
性成分によって劣化しにくい。
【００５２】
　所定膜１３３の膜厚は、０．１μｍ以上かつ０．３μｍ以下であることが好ましい。こ
れによって、所定膜１３３によって香味源１３１を保護する機能を維持しながら、所定膜
１３３の一部を容易に破壊することができる。
【００５３】
　上述したように、所定膜１３３は、フィルタ１３２と一体として成形されるが、所定膜
１３３は、例えば、糊等によってフィルタ１３２に接着される。或いは、所定方向Ａに対
する垂直方向において、所定膜１３３の外形をフィルタ１３２の外形よりも小さく設定し
て、所定膜１３３内にフィルタ１３２を詰め込み、フィルタ１３２の復元力によって所定
膜１３３内にフィルタ１３２を嵌合してもよい。或いは、所定膜１３３を係合するための
係合部をフィルタ１３２に設けてもよい。
【００５４】
　ここで、所定膜１３３の形状は、特に限定されるものではないが、所定方向Ａに対する
垂直断面において、凹形状を有することが好ましい。このようなケースでは、凹形状を有
する所定膜１３３の内側に香味源１３１を充填した後に、香味源１３１が充填された所定
膜１３３の開口をフィルタ１３２によって閉じる。
【００５５】
　所定方向Ａに対する垂直断面において、所定膜１３３が凹形状を有する場合において、
所定膜１３３によって囲まれる空間の断面積のうち、最大の断面積（すなわち、フィルタ
１３２が嵌合される開口の断面積）は、２５ｍｍ２以上かつ８０ｍｍ２以下であることが
好ましく、２５ｍｍ２以上かつ５５ｍｍ２以下であることがさらに好ましい。このような
場合において、所定方向Ａに対する垂直断面において、フィルタ１３２の断面積は、２５
ｍｍ２以上かつ５５ｍｍ２以下であることが好ましい。所定方向Ａにおけるフィルタ１３
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２の厚みは、３．０ｍｍ以上かつ７．０ｍｍ以下であることが好ましい。
【００５６】
　吸口ユニット１４０は、吸口孔１４１を有する。吸口孔１４１は、フィルタ１３２を露
出する開口である。吸引者は、吸口孔１４１からエアロゾルを吸引することによって、エ
アロゾルとともに香味を吸引する。
【００５７】
　第１実施形態において、吸口ユニット１４０は、霧化ユニット１２０の外壁１２４に対
して着脱可能に構成される。例えば、吸口ユニット１４０は、外壁１２４の内面に嵌合す
るように構成されたカップ形状を有する。しかしながら、実施形態は、これに限定される
ものではない。吸口ユニット１４０は、ヒンジ等によって回動可能に外壁１２４に取り付
けられていてもよい。
【００５８】
　第１実施形態において、吸口ユニット１４０は、カプセルユニット１３０と別体として
設けられる。すなわち、吸口ユニット１４０は、第１ユニットの一部を構成する。しかし
ながら、実施形態は、これに限定されるものではない。吸口ユニット１４０は、カプセル
ユニット１３０と一体として設けられていてもよい。このような場合には、吸口ユニット
１４０は、カプセルユニット１３０の一部を構成することに留意すべきである。
【００５９】
　第１実施形態において、電装ユニット１１０及び霧化ユニット１２０は、非吸口端を有
する第１ユニットを構成する。一方で、カプセルユニット１３０は、第１ユニットに対し
て取り付けられる第２ユニットを構成する。カプセルユニット１３０は、上述したように
、香味源１３１を有することに留意すべきである。
【００６０】
　（香味源の寿命）
　上述した香味源１３１の寿命は、例えば以下のように設定することができる。具体的に
は、非燃焼型香味吸引器１００の使用を開始する直前における使用者への香味成分（第１
実施形態ではニコチン）の供給量を１００％とした場合、非燃焼型香味吸引器１００の使
用に伴い当該供給量が５０％以下となった時に香味源１３１の寿命が尽きたと設定するこ
とができる。
【００６１】
　或いは、香味源１３１から使用者の口腔に供給される香味成分のデリバリー量が、非燃
焼型香味吸引器１００を２７．５ｍｌ／ｓｅｃの吸引量で２．０秒間吸引動作を行った際
に２０μｇを下回った時に香味源１３１の寿命が尽きたと設定することができる。
【００６２】
　香味源１３１の寿命は、たばこ原料中に含まれる香味成分（例えばニコチン）の含有量
や、安定剤（例えばニコチン成分に対する溶解性パラメータ間距離が１７以下で、かつ、
２５℃における蒸気圧が１ｍｍＨｇ以下の特性を有する化合物、具体的にはクエン酸トリ
エチル等の化合物）の添加の有無や添加する化合物の種類及び添加量や、香味源１３１を
含むカートリッジの形状、特に香味源１３１への通気量が制御されたカートリッジ形状等
の要素によって増減させることができる。
【００６３】
　上述した方法を用いて香味源１３１の寿命を増減させることができるが、霧化部（熱源
８０）に通電した時に許容する累積電力量が５０Ｊであった時に香味成分の供給量が５０
％以下となるよう、香味源１３１の組成及びカートリッジの形状を調整することが好まし
い。また、香味成分の供給量が５０％以下となるまでの累積電力量は５００Ｊ以上である
ことがより好ましく、１５００Ｊ以上であることが特に好ましい。上記累積電力量の上限
に特に制限はないが、例えば４０００Ｊ以下とすることができる。上記より好ましい条件
である５００Ｊ以上を満たす非燃焼型香味吸引器１００では、例えば、所要電力量を１０
０Jに設定した場合に、許容電力量を所要電力量の５倍以上とすることができる。同様に
、上記特に好ましい条件である１５００Ｊ以上を満たす非燃焼型香味吸引器１００は、許



(11) JP 2017-192393 A 2017.10.26

10

20

30

40

50

容電力量を所要電力量の１０倍以上とすることができる。
【００６４】
　（エアロゾル源の寿命）
　エアロゾル源の寿命は、例えば以下のように設定することができる。具体的には、エア
ロゾル源の質量が初期質量、即ち、非燃焼型香味吸引器１００を使用する直前の質量に対
して質量基準で５％の閾値を下回った時に、エアロゾル源の寿命が尽きたと設定すること
ができる。当該閾値は１０％であることが好ましく、２０％であることがより好ましい。
【００６５】
　或いは、非燃焼型香味吸引器１００内に残存するエアロゾル源の質量は１００ｍｇの閾
値を下回った場合にエアロゾル源の寿命が尽きたと設定することができる。当該閾値は１
５０ｍｇであることがより好ましく、２５０ｍｇであることが特に好ましい。当該好まし
い条件である１００ｍｇを閾値とすることにより、エアロゾル源の枯渇に伴う吸収体吸収
体７０への熱源８０から放出される熱に起因するダメージをより効果的に低減することが
できる。加えて、当該特に好ましい条件である２５０ｍｇを閾値とすることにより、ユー
ザがエアロゾル量の減衰を知覚する前にエアロゾル源を交換すべき旨を通知することがで
きる。
【００６６】
　エアロゾル源の寿命は、非燃焼型香味吸引器１００が保持することのできるエアロゾル
源の量によって増減させることができるが、非燃焼型香味吸引器１００を動作させる直前
のエアロゾル源の量、すなわち、初期のエアロゾル源の量が５００ｍｇ以上であることが
好ましく、１０００ｍｇ以上であることがより好ましい。エアロゾル源の量の上限はエア
ロゾル源を保持することのできるスペースの大きさによって変化させることができるため
特にないが、３０００ｍｇ以下であることが好ましい。
【００６７】
　或いは、エアロゾル源の残量が２５０ｍｇになるまでの累積電力量は、２０００Jから
５０００Jが好ましく、２０００Jから３０００Jがより好ましい。上記した好ましい条件
を満たすよう調整された非燃焼型香味吸引器１００は、例えば、所要電力量を１００Jに
設定した場合に、許容電力量を所要電力量の２０倍以上とすることができる。
【００６８】
　（制御回路）
　以下において、第１実施形態に係る制御回路について説明する。図３は、第１実施形態
に係る制御回路５０を示すブロック図である。
【００６９】
　図３に示すように、制御回路５０は、パフ検出部５１と、発光素子制御部５２と、熱源
制御部５３とを有する。制御回路５０は、非燃焼型香味吸引器１００を制御する制御ユニ
ットであり、電装ユニット１１０（第１ユニット）に設けられることが好ましい。
【００７０】
　パフ検出部５１は、吸引者の吸引動作によって生じる風圧を検出するセンサ２０に接続
される。パフ検出部５１は、センサ２０の検出結果（例えば、非燃焼型香味吸引器１００
内の負圧）に基づいてパフ状態を検出する。詳細には、パフ検出部５１は、エアロゾルを
吸引しているパフ状態及びエアロゾルを吸引していない非パフ状態を検出する。これによ
って、パフ検出部５１は、エアロゾルを吸引するパフ動作の回数を特定することが可能で
ある。また、パフ検出部５１は、エアロゾルを吸引する１回あたりのパフ動作の所要時間
を検出することも可能である。
【００７１】
　発光素子制御部５２は、発光素子４０及びパフ検出部５１に接続されており、発光素子
４０を制御する。具体的には、発光素子制御部５２は、エアロゾルを吸引しているパフ状
態において、第１発光態様で発光素子４０を制御する。一方で、発光素子制御部５２は、
エアロゾルを吸引していない非パフ状態において、第１発光態様とは異なる第２発光態様
で発光素子４０を制御する。
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【００７２】
　ここで、発光態様とは、発光素子４０の光量、点灯状態の発光素子４０の数、発光素子
４０の色、発光素子４０の点灯及び発光素子４０の消灯を繰り返す周期などのパラメータ
の組合せによって定義される。異なる発光態様とは、上述したパラメータのいずれかが異
なっている発光態様を意味する。
【００７３】
　第１実施形態において、第２発光態様は、エアロゾルを吸引するパフ動作の回数に応じ
て変化する。第１発光態様は、エアロゾルを吸引するパフ動作の回数に応じて変化しても
よく、エアロゾルを吸引するパフ動作の回数に依存せずに一定であってもよい。
【００７４】
　例えば、第１発光態様は、燃焼を伴ってエアロゾルを生じる一般的なシガレットの使用
感に似せるために、赤色の発光素子４０を点灯する態様である。第１発光態様は、発光素
子４０を継続的に点灯する態様であることが好ましい。或いは、第１発光態様は、発光素
子４０の点灯及び発光素子４０の消灯を第１周期で繰り返す態様であってもよい。
【００７５】
　例えば、第２発光態様は、エアロゾル源が加熱されていないことを吸引者に通知するた
めに、青色の発光素子４０を点灯する態様である。第２発光態様は、発光素子４０の点灯
及び発光素子４０の消灯を第１周期よりも長い第２周期で繰り返す態様であってもよい。
【００７６】
　上述したように、第２発光態様は、エアロゾルを吸引するパフ動作の回数に応じて変化
する。
【００７７】
　例えば、第２発光態様は、パフ動作の回数の増大に伴って、制御対象の発光素子４０の
数が増大する態様であってもよい。例えば、発光素子制御部５２は、１回目のパフ動作に
おいて、１つの発光素子４０を第２発光態様で制御し、２回目のパフ動作において、２つ
の発光素子４０を第２発光態様で制御する。或いは、発光素子制御部５２は、１回目のパ
フ動作において、ｎ個の発光素子４０を第２発光態様で制御し、２回目のパフ動作におい
て、ｎ－１個の発光素子４０を第２発光態様で制御する。
【００７８】
　或いは、第２発光態様は、パフ動作の回数の増大に伴って、発光素子４０の光量が増大
又は減少する態様であってもよい。或いは、第２発光態様は、パフ動作の回数の増大に伴
って、発光素子４０の色が変化する態様であってもよい。
【００７９】
　なお、第１発光態様がパフ動作の回数に応じて変化する場合においても、第１発光態様
の変化は、第２発光態様の変化と基本的には同じ考え方である。
【００８０】
　第１実施形態において、発光素子制御部５２は、エアロゾルを吸引するパフ動作の回数
が所定回数（例えば、８回）に達した場合に、第１発光態様及び第２発光態様に従う制御
を終了して、終了発光態様で発光素子４０を制御する。
【００８１】
　終了発光態様は、パフ動作を終了すべきタイミングである旨を吸引者に通知する態様で
あればよく、第１発光態様及び第２発光態様と異なることが好ましい。例えば、終了発光
態様は、第１発光態様及び第２発光態様よりも発光素子４０の光量が小さく、発光素子４
０の光量が徐々に減少する態様である。
【００８２】
　熱源制御部５３は、電源１０に接続されており、電源１０から熱源８０に供給する電力
量を制御する。なお、電力量とは、時間及び電力（電圧又は電流）の乗算結果であり、時
間及び電力によって制御される値である。例えば、熱源制御部５３は、電源１０に併設さ
れるＤＣ－ＤＣコンバータ等を制御することによって、電源１０から熱源８０に印加され
る電圧を制御する。
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【００８３】
　第１に、熱源制御部５３は、エアロゾルを吸引するパフ動作の回数の増大に伴って、熱
源８０に供給する電力量を基準電力量から段階的に増大する。これによって、燃焼を伴っ
てエアロゾルを生じる一般的なシガレットの使用感を似せることが可能である。
【００８４】
　ここで、熱源制御部５３は、パフ動作の回数が所定回数を超えた後においてパフ動作が
行われた場合に、基準電力量よりも小さい電力量を熱源８０に供給するように電源１０を
制御してもよい。すなわち、熱源８０に対する電力量の減少によって、１回のパフ動作シ
リーズの終了がユーザに通知されてもよい。但し、後述するように、第１実施形態では、
熱源８０への電力供給の停止によって、１回のパフ動作シリーズの終了がユーザに通知さ
れることが好ましい。
【００８５】
　熱源制御部５３は、パフ動作の回数が所定回数を超えてから所定時間が経過した場合に
、非燃焼型香味吸引器１００の電源をＯＦＦにする。これによって、非燃焼型香味吸引器
１００の電源の消し忘れに伴う非燃焼型香味吸引器１００の電力浪費が抑制される。
【００８６】
　ここで、熱源制御部５３は、上述した動作を組み合わせて、パフ動作の回数が所定回数
を超えた後において、基準電力量よりも小さい電力量を熱源８０に供給し、パフ動作の回
数が所定回数を超えた後、かつ、非パフ時間（パフ動作が行われていない時間）が所定時
間を経過した場合に、非燃焼型香味吸引器１００の電源をＯＦＦにしてもよい。
【００８７】
　熱源制御部５３は、エアロゾルを吸引するパフ動作の回数の増大に伴って、熱源８０に
供給する電力量の勾配を増大することが好ましい。ここで、電力の勾配とは、一定電力が
維持されるパフ動作の回数と電力が増大する増大幅とによって定義される。すなわち、パ
フ動作の回数の増大に伴って、一定電力が維持されるパフ動作の回数が減少する。或いは
、パフ動作の回数の増大に伴って、電力が増大する増大幅が増大する。或いは、パフ動作
の回数の増大に伴って、一定電力が維持されるパフ動作の回数が減少し、かつ、電力が増
大する増大幅が増大する。
【００８８】
　さらには、熱源制御部５３は、基準電力量として第１基準電力量を用いる第１モードと
、基準電力量として第１基準電力量よりも大きい第２基準電力量を用いる第２モードとを
制御してもよい。基準電力量として、３段階以上の基準電力量が準備されていてもよい。
このようなケースにおいては、基準電力量の切り替えは、押しボタン３０の操作によって
行われてもよい。例えば、１回の押しボタン３０の押下によって第１モードが適用され、
２回の押下によって第２モードが適用されてもよい。また、押しボタン３０は、タッチセ
ンサによって代替されてもよい。これらの操作によって、非燃焼型香味吸引器１００の電
源が投入されてもよい。すなわち、押しボタン３０の操作によって電源の投入及び基準電
力量の切り替えが１つの動作によって行われてもよい。但し、押しボタン３０の操作によ
って電源を投入する動作は、基準電力量を切り替える動作と別々であってもよい。
【００８９】
　第２に、熱源制御部５３は、エアロゾルを吸引する１回あたりのパフ動作の所要時間が
標準所要時間区間内である吸引者に適用すべき標準モードと、エアロゾルを吸引する１回
あたりのパフ動作の所要時間が標準所要時間区間よりも短い吸引者に適用すべき短縮モー
ドとを制御する。ここで、標準所要時間区間とは、エアロゾルの供給量（ＴＰＭ：Ｔｏｔ
ａｌ　Ｐａｒｔｉｃｕｌａｔｅ　Ｍａｔｔｅｒ量）のバランスが特に良好な時間区間を意
味する。
【００９０】
　具体的には、熱源制御部５３は、標準モードの１回あたりのパフ動作において、第１時
間が経過するまでの区間で標準電力量を熱源８０に供給するように電源１０を制御し、第
１時間が経過した後の区間で標準電力量よりも小さい電力量を熱源８０に供給するように
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電源１０を制御する。なお、熱源制御部５３は、第１時間が経過した後の区間において、
熱源８０に供給する電力量を直ちにゼロにしてもよく、熱源８０に供給する電力量を徐々
に減少してもよい。
【００９１】
　ここで、第１時間は、上述した標準所要時間区間の終了タイミングと同じであることが
好ましい。但し、第１時間は、エアロゾルの供給量（ＴＰＭ量）のバランスが許容される
範囲内で、標準所要時間区間の終了タイミングよりも長くてもよい。
【００９２】
　一方で、熱源制御部５３は、短縮モードの１回あたりのパフ動作において、第２時間が
経過するまでの区間で標準電力量よりも大きい第１電力量を熱源８０に供給するように電
源１０を制御し、第２時間後の第３時間が経過するまでの区間で第１電力量よりも小さい
第２電力量を熱源８０に供給するように電源１０を制御し、第３時間が経過した後の区間
で第２電力量よりも小さい電力量を熱源８０に供給するように電源１０を制御する。なお
、熱源制御部５３は、第３時間が経過した後の区間において、熱源８０に供給する電力量
を直ちにゼロにしてもよく、熱源８０に供給する電力量を徐々に減少してもよい。
【００９３】
　ここで、第２時間は、上述した標準所要時間区間の開始タイミングよりも短いことが好
ましい。但し、第２時間は、標準所要時間区間内に含まれてもよく、標準所要時間区間の
終了タイミングよりも長くてもよい。第３時間は、上述した標準所要時間区間の終了タイ
ミングと同じであることが好ましい。但し、第３時間は、エアロゾルの供給量（ＴＰＭ量
）のバランスが許容される範囲内で、標準所要時間区間の終了タイミングよりも長くても
よい。
【００９４】
　また、第１電力量よりも小さい第２電力量は、上述した標準電力量と同じでもよい。但
し、第２電力量は、標準電力量よりも大きくてもよく、標準電力量よりも小さくてもよい
。
【００９５】
　なお、上述したように、熱源制御部５３は、パフ動作の回数の増大に伴って、熱源８０
に供給する電力量を基準電力量から段階的に増大する。言い換えると、１回あたりのパフ
動作における標準電力量は、上述した基準電力量と同義であり、パフ動作の回数の増大に
伴って増大することに留意すべきである。
【００９６】
　熱源制御部５３は、吸引者のパフ動作の学習によって、標準モード又は短縮モードを設
定してもよい。詳細には、熱源制御部５３は、学習によって得られた１回あたりのパフ動
作の所要時間が標準所要時間区間内である場合に、標準モードを設定する。熱源制御部５
３は、学習によって得られた１回あたりのパフ動作の所要時間が標準所要時間区間よりも
短い場合には、短縮モードを設定する。
【００９７】
　第１実施形態において、電装ユニット１１０に対して、霧化ユニット１２０が着脱可能
である。また、電装ユニット１１０を含む第１ユニットに対して、カプセルユニット１３
０が着脱可能である。言い換えると、電装ユニット１１０は、複数回のパフ動作シリーズ
に亘って使い回すことが可能である。パフ動作シリーズとは、所定回数のパフ動作を繰り
返す一連の動作である。従って、最初のパフ動作シリーズにおいて１回あたりのパフ動作
の所要時間を学習することによって、２回目以降のパフ動作シリーズにおいて標準モード
又は短縮モードが設定されてもよい。或いは、１回あたりのパフ動作シリーズにおいて、
最初のｎ回のパフ動作において１回あたりのパフ動作の所要時間を学習することによって
、ｎ＋１（或いは、ｎ＋２）回目以降のパフ動作について標準モード又は短縮モードが設
定されてもよい。
【００９８】
　或いは、熱源制御部５３は、吸引者の操作によって、標準モード又は短縮モードを設定
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してもよい。このようなケースにおいては、標準モード及び短縮モードを切り替えるため
のスイッチが非燃焼型香味吸引器１００に設けられる。なお、１回あたりのパフ動作シリ
ーズ内において、標準モード及び短縮モードの切り替えを許容してもよい。或いは、１回
あたりのパフ動作シリーズ内において、標準モード及び短縮モードの切り替えを許容せず
に、最初に設定されたモードが固定的に適用されてもよい。
【００９９】
　（発光態様）
　以下において、第１実施形態に係る発光態様の一例について説明する。図４及び図５は
、第１実施形態に係る発光態様の一例を示す図である。図４及び図５では、パフ動作の回
数が８回（所定回数）に達した場合に、原則として、パフ動作シリーズを吸引者が終了す
べきであるケースについて例示する。
【０１００】
　第１に、発光態様の第１例について、図４を参照しながら説明する。図４に示すように
、パフ状態における第１発光パターンは、パフ動作の回数に依存せずに一定である。一方
で、非パフ状態における第２発光パターンは、パフ動作の回数に応じて変化する。
【０１０１】
　例えば、図４に示すように、非パフ状態＃１～非パフ状態＃４においては、第２発光態
様として、発光態様＃２－１が用いられる。非パフ状態＃５～非パフ状態＃７においては
、第２発光態様として、発光態様＃２－２が用いられる。非パフ状態＃８において、第２
発光態様として、発光態様＃２－３が用いられる。なお、９回目以降の非パフ状態におい
ては、上述した終了発光態様が用いられる。
【０１０２】
　一方で、パフ状態＃１～パフ状態＃８においては、第１発光態様として、発光態様＃１
が用いられる。９回目以降のパフ状態においても、第１発光態様として、発光態様＃１が
用いられてもよいし、８回（所定回数）を超えたパフであることを示すために、第１発光
態様及び第２発光態様と異なる発光態様が用いられてもよい。
【０１０３】
　発光態様＃１、発光態様＃２－１、発光態様＃２－２、発光態様＃２－３及び終了発光
態様は、互いに異なる発光態様である。上述したように、発光態様とは、発光素子４０の
光量、点灯状態の発光素子４０の数、発光素子４０の色、発光素子４０の点灯及び発光素
子４０の消灯を繰り返す周期などのパラメータの組合せによって定義される。異なる発光
態様とは、上述したパラメータのいずれかが異なっている発光態様を意味する。
【０１０４】
　例えば、発光態様＃１は、燃焼を伴ってエアロゾルを生じる一般的なシガレットの使用
感に似せるために、燃焼をイメージさせる発光態様であることが好ましい。発光態様＃２
－１は、パフ動作シリーズの序盤をイメージさせる発光態様であり、発光態様＃２－２は
、パフ動作シリーズの中盤をイメージさせる発光態様であり、発光態様＃２－３は、パフ
動作シリーズの終盤をイメージさせる発光態様であることが好ましい。終了発光態様は、
パフ動作を終了すべきタイミングである旨を吸引者に通知する態様であることが好ましい
。
【０１０５】
　第２に、発光態様の第１例について、図５を参照しながら説明する。図５に示すように
、パフ状態における第１発光パターン及び非パフ状態における第２発光パターンの双方は
、パフ動作の回数に応じて変化する。
【０１０６】
　例えば、図５に示すように、非パフ状態においては、図４に示すケースと同様に、第２
発光態様として、発光態様＃２－１、発光態様＃２－２及び発光態様＃２－３が用いられ
る。
【０１０７】
　一方で、パフ状態＃１～パフ状態＃４においては、第１発光態様として、発光態様＃１
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－１が用いられる。パフ状態＃５～パフ状態＃７においては、第１発光態様として、発光
態様＃１－２が用いられる。パフ状態＃８において、第１発光態様として、発光態様＃１
－３が用いられる。なお、９回目以降のパフ状態においては、発光態様＃１－４が用いら
れる。
【０１０８】
　発光態様＃１－１は、パフ動作シリーズの序盤をイメージさせる発光態様であり、発光
態様＃１－２は、パフ動作シリーズの中盤をイメージさせる発光態様であり、発光態様＃
１－３は、パフ動作シリーズの終盤をイメージさせる発光態様であることが好ましい。な
お、発光態様＃１－４は、終了発光態様と同様に、パフ動作を終了すべきタイミングであ
る旨を吸引者に通知する態様であることが好ましい。
【０１０９】
　第１実施形態においては、図４及び図５に示すように、非パフ状態＃１（すなわち、非
燃焼型香味吸引器１００の電源投入直後の非パフ状態）における発光態様が第２発光態様
（発光態様＃２－１）であるケースについて例示した。しかしながら、実施形態は、これ
に限定されるものではない。非パフ状態＃１における発光態様は、第２発光態様と異なる
開始発光態様であってもよい。開始発光態様は、パフ動作を開始する準備が整った旨を吸
引者に通知する態様であることが好ましい。
【０１１０】
　（パフ動作シリーズにおける電力制御）
　以下において、第１実施形態に係るパフ動作シリーズにおける電力制御の一例について
説明する。図６及び図７は、第１実施形態に係るパフ動作シリーズにおける電力制御の一
例を示す図である。図６及び図７では、パフ動作の回数が８回（所定回数）に達した場合
に、原則として、パフ動作シリーズを吸引者が終了すべきであるケースについて例示する
。また、非パフ状態においては、熱源８０に電力が供給されないため、図６及び図７では
、非パフ状態における供給電力の挙動が省略されていることに留意すべきである。
【０１１１】
　ここでは、熱源８０に供給される電力量は、熱源８０に印加される電圧によって制御さ
れるケースについて例示する。従って、第１実施形態においては、電力量が電圧と同義で
あると考えてよい。また、図６は、基準電圧として第１電圧を用いる第１モード（Ｌｏｗ
モード）を示しており、図７は、基準電圧として第１電圧よりも高い第２電圧を用いる第
２モード（Ｈｉｇｈモード）を示している。但し、基準電圧が異なっているが、第１モー
ド（Ｌｏｗモード）及び第２モード（Ｈｉｇｈモード）において、熱源８０に印加される
電圧の挙動は同様である。
【０１１２】
　図６及び図７に示すように、熱源制御部５３は、エアロゾルを吸引するパフ動作の回数
の増大に伴って、熱源８０に印加する電圧を基準電圧から段階的に増大する。具体的には
、パフ状態＃１～パフ状態＃４において、熱源８０に印加される電圧は一定であり、基準
電圧が熱源８０に印加される。パフ状態＃５～パフ状態＃７においては、熱源８０に印加
される電圧は一定であり、基準電圧よりも１段階大きい電圧が熱源８０に印加される。パ
フ状態＃８においては、基準電圧よりも２段階大きい電圧が熱源８０に印加される。９回
目以降のパフ状態においては、基準電圧よりも小さい電圧が熱源８０に印加される。
【０１１３】
　上述したように、熱源制御部５３は、エアロゾルを吸引するパフ動作の回数の増大に伴
って、熱源８０に印加する電圧の勾配を増大する。
【０１１４】
　例えば、パフ動作の回数の増大に伴って、一定電圧が維持されるパフ動作の回数が減少
する。すなわち、基準電圧が印加されるパフ動作の回数が４回であり、基準電圧よりも１
段階大きい電圧が印加されるパフ動作の回数が３回であり、基準電圧よりも２段階大きい
電圧が印加されるパフ動作の回数が１回である。或いは、パフ動作の回数の増大に伴って
、一定電圧が維持されるパフ動作の回数が減少する。或いは、２回目の電圧の増大幅Ｙは
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、１段階目の電圧の増大幅Ｘよりも大きい。
【０１１５】
　これによって、一定電圧が維持されるパフ動作の回数と電圧が増大する増大幅とによっ
て定義される電圧の勾配（θ１及びθ２）は、パフ動作の回数の増大に伴って増大する。
言い換えると、パフ動作シリーズの中盤の勾配θ２は、パフ動作シリーズの序盤の勾配θ
１よりも大きい。
【０１１６】
　図６及び図７では、熱源８０に印加される電圧が増大する段階数が２段階であるが、実
施形態は、これに限定されるものではない。熱源８０に印加される電圧が増大する段階数
は、３段階以上であってもよい。或いは、熱源８０に印加される電圧が増大する段階数は
、１段階であってもよい。
【０１１７】
　（１回あたりのパフ動作における電力制御）
　以下において、第１実施形態に係る１回あたりのパフ動作における電力制御の一例につ
いて説明する。図８及び図９は、第１実施形態に係る１回あたりのパフ動作における電力
制御の一例を示す図である。図８及び図９では、パフ動作の回数が８回（所定回数）に達
した場合に、原則として、パフ動作シリーズを吸引者が終了すべきであるケースについて
例示する。
【０１１８】
　ここでは、熱源８０に供給される電力量は、熱源８０に印加される電圧によって制御さ
れるケースについて例示する。従って、第１実施形態においては、電力量が電圧と同義で
あると考えてよい。また、図８は、標準モードにおいて熱源８０に印加される電圧の挙動
を示しており、図９は、短縮モードにおいて熱源８０に印加される電圧の挙動を示してい
る。
【０１１９】
　図８に示すように、標準モードにおいて、第１時間Ｔ１が経過するまでの区間で標準電
圧が熱源８０に印加される。第１時間Ｔ１が経過した後の区間で標準電圧よりも小さい電
圧が熱源８０に印加される。
【０１２０】
　ここでは、第１時間Ｔ１が標準所要時間区間の終了タイミングと同じであるケースを例
示している。但し、第１時間Ｔ１は、上述したように、これに限定されるものではない。
【０１２１】
　図９に示すように、短縮モードにおいて、第２時間Ｔ２が経過するまでの区間で標準電
圧よりも大きい第１電圧が熱源８０に印加される。第２時間Ｔ２後の第３時間Ｔ３が経過
するまでの区間で第１電圧よりも小さい第２電圧が熱源８０に印加される。第３時間Ｔ３
が経過した後の区間で第２電圧よりも小さい電圧が熱源８０に印加される。
【０１２２】
　ここでは、第２時間が標準所要時間区間の開始タイミングよりも短いケースを例示して
いる。第３時間が標準所要時間区間の終了タイミングと同じであるケースを例示している
。第２電圧が標準電圧よりも小さいケースを例示している。但し、第２時間Ｔ２、第３時
間Ｔ３、第２電圧は、上述したように、これに限定されるものではない。
【０１２３】
　なお、標準モード又は短縮モードが設定されている場合において、１回あたりのパフ動
作の所要時間が変化することも考えられる。このようなケースであっても、図８又は図９
に示す電圧のプロファイルをトレースして、パフ動作の終了とともに電圧がゼロになるこ
とに留意すべきである。言い換えると、予め定められた動作モードに従って熱源に供給す
る電力量を制御すればよいため、熱源８０に電力が供給されている間において、かかる電
力の供給量をＡｉｒ　ｆｌｏｗ（吸引量）に基づいて制御し続けるといった複雑な制御が
不要であることに留意すべきである。
【０１２４】
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　（起動/終了処理）
　以下において、第１実施形態に係る起動/終了処理について説明する。具体的には、上
述した制御回路５０は、非燃焼型香味吸引器１００を制御しており、以下に示す処理を実
行する。
【０１２５】
　なお、第１実施形態においては、第２ユニット（ここでは、カプセルユニット１３０）
を第１ユニット（ここでは、電装ユニット１１０及び霧化ユニット１２０）に取付けてか
ら熱源８０に供給することが許容される電力量の累積値である許容電力量は、所定回数の
パフ動作を繰り返す一連の動作である１回のパフ動作シリーズにおいて熱源８０に供給す
べき電力量の累積値である所要電力量よりも大きい。電力量とは、時間及び電力（電圧又
は電流）の乗算結果であり、時間及び電力によって制御される値である。所要電力量の具
体的数値には特に制限はないが、所要電力量は、例えば、ＩＳＯによって規定された標準
喫煙機条件における一般的な紙巻きたばこ１本分に相当するＴＰＭ量に相当する電力量と
することが好ましい。あるいは、所要電力量は５０Ｊから２００Ｊの範囲の中から選択さ
れることが好ましく、５０Ｊから１００Ｊの範囲の中から選択されることがより好ましい
。また、所要電力量の上限値は、許容電力量の１／２以下であることが好ましく、１／５
以下であることがより好ましく、１／１０以下であることが特に好ましい。なお、所要電
力量は、あらかじめ設定されたものであっても、ユーザが任意に設定できるものであって
もいい。
【０１２６】
　また、許容電力量は、第２ユニットを適切に使用するための条件である。すなわち、第
１実施形態では、カプセルユニット１３０に含まれる香味源１３１が香味を適切に生じる
ための条件である。許容電力量は、香味源１３１の寿命に応じて定められる。さらに、許
容電力量は、所要電力量の２倍よりも大きいことが好ましい。
【０１２７】
　このような前提下において、制御回路５０は、１回のパフ動作シリーズにおいて熱源８
０に供給される電力量の累積値である第１累積電力量を積算し、第１累積電力量が所要電
力量に達した場合に、１回のパフ動作シリーズの終了を通知する。ここで、制御回路５０
は、熱源８０への電力供給の停止によって、１回のパフ動作シリーズの終了を通知しても
よい。第１累積電力量が所要電力量に達したタイミングにおいて、熱源８０への電力供給
が停止されてもよく、非燃焼型香味吸引器１００の電源１０が切断されてもよい。或いは
、第１累積電力量が所要電力量に達した場合に、発光素子４０の発光態様によって、１回
のパフ動作シリーズの終了を通知した後に、非燃焼型香味吸引器１００の電源１０が切断
されるタイミングにおいて、熱源８０への電力供給を停止することによって、改めて１回
のパフ動作シリーズの終了が通知されてもよい。或いは、第１累積電力量が所要電力量に
達した場合に、熱源８０への電力供給の停止及び発光素子４０の発光態様によって、１回
のパフ動作シリーズの終了を通知した後に、非燃焼型香味吸引器１００の電源１０が切断
されてもよい。或いは、制御回路５０は、発光素子４０の発光態様によって、１回のパフ
動作シリーズの終了を通知してもよい。或いは、制御回路５０は、熱源８０への電力供給
の停止及び発光素子４０の発光態様の双方によって、１回のパフ動作シリーズの終了を通
知してもよい。
【０１２８】
　第１実施形態において、制御回路５０は、第２ユニット（ここでは、カプセルユニット
１３０）を第１ユニット（ここでは、電装ユニット１１０及び霧化ユニット１２０）に取
付けてから熱源８０に供給される電力量の累積値である第２累積電力量を積算することが
好ましい。このような場合において、制御回路５０は、第２累積電力量が許容電力量に達
した場合であっても、第１累積電力量が所要電力量に達していない場合には、電源１０を
切断せずに、前記第１累積電力量が前記所要電力量に達するまで、熱源８０に対する電力
の供給を継続することが好ましい。
【０１２９】
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　第１実施形態において、制御回路５０は、第２累積電力量が許容電力量に達し、かつ、
第１累積電力量が所要電力量に達した場合に、発光素子４０の発光態様によって、第２ユ
ニットを交換すべきである旨を通知することが好ましい。
【０１３０】
　第１実施形態において、制御回路５０は、第１操作によって第１累積電力量をリセット
し、第１操作とは異なる第２操作によって第２累積電力量をリセットすることが好ましい
。ここで、第１操作とは、第２ユニット（ここでは、カプセルユニット１３０）を第１ユ
ニット（ここでは、電装ユニット１１０及び霧化ユニット１２０）に取付けてから実行さ
れる複数回のパフ動作シリーズのうち、２回目以降のパフ動作シリーズを開始するために
行う動作である。第２操作とは、第２ユニット（ここでは、カプセルユニット１３０）を
第１ユニット（ここでは、電装ユニット１１０及び霧化ユニット１２０）に取付けてから
実行される複数回のパフ動作シリーズのうち、初回のパフ動作シリーズを開始するために
行う動作である。
【０１３１】
　なお、第１累積電力量は、第２操作によってリセットされることが好ましい。但し、第
２ユニット（ここでは、カプセルユニット１３０）の交換を検出する検出手段が第１ユニ
ットに設けられている場合には、第２ユニット（ここでは、カプセルユニット１３０）の
交換の検出によって第１累積電力量が自動的にリセットされてもよい。このような場合に
は、第２操作によって第１累積電力量をリセットする必要がないことに留意すべきである
。
【０１３２】
　続いて、上述した制御回路５０の動作について、フロー図を参照しながら説明する。図
１０～図１４は、第１実施形態に係る起動/終了処理を示すフロー図である。
【０１３３】
　なお、電力量とは、上述したように、時間及び電力（電圧又は電流）の乗算結果であり
、時間及び電力によって制御される値である。以下において、許容電力量、所要電力量、
第１累積電力量及び第２累積電力量は、電力（電圧又は電流）が一定であると仮定して、
時間のみによって管理されるものとして説明する。すなわち、許容電力量は、許容時間閾
値と読み替えられ、所要電力量は、所要時間閾値と読み替えられる。第１累積電力量は、
第１累積時間（以下、Ｔｃ）と読み替えられ、第２累積電力量は、第２累積時間（以下、
Ｔａ）と読み替えられる。
【０１３４】
　詳細には、許容時間閾値は、第２ユニットを第１ユニットに取付けてから熱源８０に電
力を供給することが許容される時間の累計値である。所要時間閾値は、１回のパフ動作シ
リーズにおいて熱源８０に電力を供給すべき時間の累積値である。第２累積時間（Ｔａ）
は、第２ユニットを第１ユニットに取付けてから熱源８０に電力が供給された時間の累積
値である。すなわち、第２累積時間（Ｔａ）は、第２ユニットを第１ユニットに取付けて
からパフ状態が生じた時間の累計値であると考えてもよい。第１累積時間（Ｔｃ）は、１
回のパフ動作シリーズにおいて熱源８０に電力が供給された時間の累積値である。すなわ
ち、第１累積時間（Ｔｃ）は、１回のパフ動作シリーズにおいてパフ状態が生じた時間の
累計値であると考えてもよい。
【０１３５】
　図１０に示すように、ステップＳ１００において、制御回路５０は、起動工程（初回）
を実行する。起動工程（初回）は、第２ユニット（ここでは、カプセルユニット１３０）
を第１ユニット（ここでは、電装ユニット１１０及び霧化ユニット１２０）に取付けてか
ら実行される複数回のパフ動作シリーズのうち、初回のパフ動作シリーズを開始するとき
の処理である。なお、起動工程（初回）の詳細については後述する（図１１を参照）。
【０１３６】
　ステップＳ２００において、制御回路５０は、起動工程（２回目以降）を実行する。起
動工程（２回目以降）は、第２ユニット（ここでは、カプセルユニット１３０）を第１ユ
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ニット（ここでは、電装ユニット１１０及び霧化ユニット１２０）に取付けてから実行さ
れる複数回のパフ動作シリーズのうち、２回目以降のパフ動作シリーズを開始するときの
処理である。なお、起動工程（２回目以降）の詳細については後述する（図１２を参照）
。
【０１３７】
　ステップＳ３００において、制御回路５０は、電池残量を検出する工程を実行する。具
体的には、制御回路５０は、電源１０の電圧が所定閾値未満である場合には、発光素子４
０の発光（例えば、３秒間のＬＥＤの赤色点滅）によって電源１０を交換ないし充電すべ
きである旨を通知した上で電源１０を切断する。一方で、制御回路５０は、電源１０の電
圧が所定閾値以上である場合には、ステップＳ４００の処理に移る。
【０１３８】
　なお、ステップＳ３００において、上述した動作モード（標準モード又は短縮モード）
が決定されてもよい。
【０１３９】
　ステップＳ４００において、制御回路５０は、動作監視工程を実行する。動作監視工程
は、１回のパフ動作シリーズにおいて各パフ動作を監視する工程である。なお、動作監視
工程の詳細については後述する（図１３を参照）。
【０１４０】
　ステップＳ５００において、制御回路５０は、終了判定工程を実行する。終了判定工程
は、１回のパフ動作シリーズの終了を判定する工程である。なお、終了判定工程の詳細に
ついては後述する（図１４を参照）。
【０１４１】
　（起動工程（初回））
　以下において、起動工程（初回）の詳細について説明する。図１１は、起動工程（初回
）の詳細を示すフロー図である。
【０１４２】
　具体的には、図１１に示すように、ステップＳ１１０において、制御回路５０は、押し
ボタン３０の押下を検出する。
【０１４３】
　ステップＳ１２０において、制御回路５０は、発光素子４０の発光（例えば、ＬＥＤの
赤色点灯）によって、電源１０が投入された旨をユーザに通知する。なお、このような発
光素子４０の発光は、今回のパフ動作シリーズが初回のパフ動作シリーズである旨を通知
していると解釈してもよい。
【０１４４】
　ステップＳ１３０において、制御回路５０は、押しボタン３０の押下時間が所定時間を
超えているか否かを判定する。判定結果がＹＥＳである場合には、制御回路５０は、ステ
ップＳ１４０の処理に移る。判定結果がＮＯである場合には、制御回路５０は、ステップ
Ｓ１６０の処理に移る。
【０１４５】
　ステップＳ１４０において、制御回路５０は、所定の操作が行われたか否かを判定する
。所定の操作は、例えば、ステップＳ１２０で点灯するＬＥＤ（赤色点灯）が消灯してか
ら２秒以内に押しボタン３０を２回押下する操作である。ステップＳ１４０で検出される
操作は、上述した第２操作の一例である。
【０１４６】
　ステップＳ１５０において、制御回路５０は、第２累積時間（Ｔａ）及び第１累積時間
（Ｔｃ）をリセットする。
【０１４７】
　ステップＳ１６０において、制御回路５０は、電源１０を切断する。
【０１４８】
　（起動工程（２回目以降））
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　以下において、起動工程（２回目以降）の詳細について説明する。図１２は、起動工程
（初回）の詳細を示すフロー図である。
【０１４９】
　具体的には、図１２に示すように、ステップＳ２１０において、制御回路５０は、押し
ボタン３０の押下を検出する。
【０１５０】
　ステップＳ２４０において、制御回路５０は、所定の操作が行われたか否かを判定する
。所定の操作は、例えば、２秒以内に押しボタン３０を２回押下する操作である。ステッ
プＳ２４０で検出される操作は、上述した第１操作の一例である。
【０１５１】
　ステップＳ２５０において、制御回路５０は、第１累積時間（Ｔｃ）をリセットする。
【０１５２】
　ステップＳ２６０において、制御回路５０は、電源１０を切断する。
【０１５３】
　（動作監視工程）
　以下において、動作監視工程の詳細について説明する。図１３は、動作監視工程の詳細
を示すフロー図である。
【０１５４】
　具体的には、図１３に示すように、ステップＳ４１０において、制御回路５０は、発光
素子４０の発光（例えば、ＬＥＤを５秒周期で緑色点滅）によって、現在状態が非パフ状
態である旨をユーザに通知する。
【０１５５】
　ステップＳ４２０において、制御回路５０は、パフ動作が開始したか否かを検出する。
判定結果がＹＥＳである場合には、制御回路５０は、ステップＳ４５０の処理に移る。判
定結果がＮＯである場合には、制御回路５０は、ステップＳ４３０の処理に移る。
【０１５６】
　ステップＳ４３０において、制御回路５０は、現在の非パフ状態の期間（非パフ期間）
が所定期間（例えば、１分）以上であるか否かを判定する。判定結果がＹＥＳである場合
には、制御回路５０は、ステップＳ４４０の処理に移る。判定結果がＮＯである場合には
、制御回路５０は、ステップＳ４１０の処理に戻る。
【０１５７】
　ステップＳ４４０において、制御回路５０は、喫煙動作が行われておらず、パフ動作シ
リーズが終了したと判定して、電源１０を切断する。
【０１５８】
　ステップＳ４５０において、制御回路５０は、発光素子４０の発光（例えば、ＬＥＤの
白色点灯）によって、現在状態がパフ状態である旨をユーザに通知する。
【０１５９】
　ステップＳ４６０において、制御回路５０は、熱源８０に電力を供給する。パフ状態に
おいて熱源８０に電力を供給する方法は、上述した通りである。
【０１６０】
　ステップＳ４７０において、制御回路５０は、パフ動作が終了したか否かを検出する。
判定結果がＹＥＳである場合には、制御回路５０は、ステップＳ４８０の処理に移る。判
定結果がＮＯである場合には、制御回路５０は、ステップＳ４５０の処理に戻る。
【０１６１】
　ステップＳ４８０において、制御回路５０は、第２累積時間（Ｔａ）及び第１累積時間
（Ｔｃ）を積算する。具体的には、ステップＳ４８０が行われる時間間隔は、制御回路５
０のクロックによってカウント可能であり、制御回路５０は、ステップＳ４８０が行われ
る時間間隔を第２累積時間（Ｔａ）及び第１累積時間（Ｔｃ）に加算する。
【０１６２】
　ステップＳ４９０において、制御回路５０は、第１累積時間（Ｔｃ）が所要時間閾値以
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上であるか否かを判定する。判定結果がＹＥＳである場合には、制御回路５０は、動作監
視工程を終了して、終了判定工程に移る。判定結果がＮＯである場合には、制御回路５０
は、ステップＳ４１０の処理に戻る。
【０１６３】
　（終了判定工程）
　以下において、終了判定工程の詳細について説明する。図１４は、終了判定工程の詳細
を示すフロー図である。
【０１６４】
　具体的には、図１４に示すように、ステップＳ５１０において、制御回路５０は、第２
累積時間（Ｔａ）が許容時間閾値以上であるか否かを判定する。判定結果がＹＥＳである
場合には、制御回路５０は、ステップＳ５２０の処理に移る。判定結果がＮＯである場合
には、制御回路５０は、ステップＳ５４０の処理に移る。
【０１６５】
　ステップＳ５２０において、制御回路５０は、発光素子４０の発光（例えば、ＬＥＤを
赤色点灯した後に、ＬＥＤの明度を低下して、最終的にＬＥＤを消灯）によって、第２ユ
ニットの交換が必要である旨をユーザに通知する。
【０１６６】
　ステップＳ５３０において、制御回路５０は、パフ動作シリーズを終了するために、電
源１０を切断する。なお、ステップＳ５３０の処理で電源１０が切断された後に、電源１
０が再び投入された場合には、図１０に示すステップＳ１００及びステップＳ２００のう
ち、ステップＳ１００（起動工程（初回））の処理が行われることに留意すべきである。
【０１６７】
　ステップＳ５４０において、制御回路５０は、発光素子４０の発光（例えば、ＬＥＤを
白色点灯した後に、ＬＥＤの明度を低下して、最終的にＬＥＤを消灯）によって、第２ユ
ニットの交換が不要である旨をユーザに通知する。なお、ステップＳ５４０における発光
素子４０の発光態様は、ステップＳ５２０における発光素子４０の発光態様と異なること
に留意すべきである。
【０１６８】
　ステップＳ５５０において、制御回路５０は、パフ動作シリーズを終了するために、電
源１０を切断する。なお、ステップＳ５５０の処理で電源１０が切断された後に、電源１
０が再び投入された場合には、図１０に示すステップＳ１００及びステップＳ２００のう
ち、ステップＳ２００（起動工程（２回目以降））の処理が行われることに留意すべきで
ある。
【０１６９】
　第１実施形態では、ステップＳ４９０の判定処理（第１累積時間（Ｔｃ）と所要時間閾
値との比較処理）がステップＳ５１０の判定処理（第２累積時間（Ｔａ）と許容時間閾値
との比較処理）よりも前に行われる。すなわち、制御回路５０は、第２累積時間（Ｔａ）
が許容時間閾値に達した場合であっても、第１累積時間（Ｔｃ）が所要時間閾値に達して
いない場合には、電源１０を切断せずに、熱源８０に対する電力の供給を継続する。
【０１７０】
　上述したように、発光素子４０の発光態様によって１回のパフ動作シリーズの終了が通
知された後に、非燃焼型香味吸引器１００の電源１０が切断される。しかしながら、実施
形態は、これに限定されるものではない。すなわち、発光素子４０の発光態様によって１
回のパフ動作シリーズの終了が通知される前において、熱源８０への電力供給を停止する
ことによって、１回のパフ動作シリーズの終了が通知されてもよい。このようなケースに
おいては、熱源８０への電力供給の停止及び発光素子４０の発光態様の双方によって１回
のパフ動作シリーズの終了が通知される。
【０１７１】
　（作用及び効果）
　第１実施形態では、制御回路５０は、第２ユニット（カプセルユニット１３０）に定め
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られた許容時間が所要時間よりも長いことを前提として、第１累積電力量が所要電力量に
達した場合に、１回のパフ動作シリーズの終了を通知する。これによって、第２ユニット
（例えば、カプセルユニット１３０）に定められた許容時間が所要時間よりも長い場合で
あっても、ユーザは、一般的なシガレットと同様の使用感で、パフ動作シリーズを終了す
べきタイミングを把握することができる。
【０１７２】
　第１実施形態では、制御回路５０は、第２累積電力量が許容電力量に達した場合であっ
ても、第１累積電力量が所要電力量に達していない場合には、電源１０を切断せずに、熱
源８０に対する電力の供給を継続する。これによって、第２累積電力量が許容電力量を超
えたため、次のパフ動作シリーズで十分なエアロゾル量を供給することができないものの
、今回のパフ動作シリーズにおいては、第２累積電力量が許容電力量を超えても、パフ動
作シリーズで供給されるべき量と同等のエアロゾル（或いは、香喫味）を味わうことがで
き、パフ動作シリーズの途中で強制的に喫煙が終了することを抑制することができる。
【０１７３】
　第１実施形態において、制御回路５０は、第２累積電力量が許容電力量に達した場合に
、発光素子４０の発光態様によって、第２ユニットを交換すべきである旨を通知する。こ
れによって、第２ユニット（ここでは、カプセルユニット１３０）の交換タイミングをユ
ーザが把握することができる。
【０１７４】
　第１実施形態において、制御回路５０は、第１操作によって第１累積電力量をリセット
し、第１操作とは異なる第２操作によって第２累積電力量をリセットする。すなわち、第
２累積電力量をリセットするためにユーザの明示的な第２操作が要求されるため、第２ユ
ニットの交換をユーザに適切に促すことができる。
【０１７５】
　第１実施形態では、発光素子制御部５２は、エアロゾルを吸引していない非パフ状態に
おいて、第１発光態様とは異なる第２発光態様で発光素子４０を制御する。これによって
、非パフ状態においても、非燃焼型香味吸引器１００が使用可能な状態であるのか否かを
吸引者に把握させることができる。また、パフ状態の発光態様が非パフ状態の発光態様と
異なるため、燃焼を伴ってエアロゾルを生じる一般的なシガレットの使用感に似せた使用
感を実現できる。
【０１７６】
　第１実施形態では、第２発光態様は、エアロゾルを吸引するパフ動作の回数に応じて変
化する。これによって、発光素子４０の発光を視認しやすい非パフ状態において、第２発
光態様の変化によってパフの進捗状態を吸引者が容易に把握することができる。
【０１７７】
　第１実施形態では、熱源制御部５３は、エアロゾルを吸引するパフ動作の回数の増大に
伴って、熱源８０に供給する電力量を基準電力量から段階的に増大する。これによって、
燃焼を伴ってエアロゾルを発生する一般的なシガレットにエアロゾルの供給量を近づける
ことができ、一般的なシガレットに似せた使用感を実現することができる。
【０１７８】
　第１実施形態では、熱源制御部５３は、基準電力量として第１基準電力量を用いる第１
モードと、基準電力量として第１基準電力量よりも大きい第２基準電力量を用いる第２モ
ードとを制御する。これによって、１つの非燃焼型香味吸引器１００によって、吸引者の
嗜好に応じたエアロゾル量を吸引者が選択することができる。
【０１７９】
　第１実施形態では、短縮モードの導入によって、１回あたりのパフ動作の所要時間が標
準所要時間よりも短い吸引者であっても、標準モードよりも早く熱源の温度を上昇するこ
とによって、このような吸引者の満足度を向上することができる。動作モードによらずに
、第１時間又は第３時間が経過した後の区間で、熱源に供給する電力量を減少するため、
分解物質の吸引が抑制され、喫味の低下が抑制される。
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【０１８０】
　第１実施形態では、予め定められた動作モード（標準モード及び短縮モード）を準備し
ており、予め定められた動作モードに従って熱源に供給する電力量を制御すればよい。こ
れによって、熱源８０に電力が供給されている間において、かかる電力の供給量をＡｉｒ
　ｆｌｏｗ（吸引量）に基づいて制御し続けるといった複雑な制御が不要である。言い換
えると、喫味の低下及び吸引者の満足度の向上を簡易な構成で実現できる。
【０１８１】
　［変更例１］
　以下において、第１実施形態の変更例１について説明する。以下においては、第１実施
形態に対する相違点について主として説明する。
【０１８２】
　具体的には、上述した第１実施形態では、熱源制御部５３は、電源１０から熱源８０に
印加される電圧の制御によって、電源１０から熱源８０に供給する電力量を制御する。詳
細には、熱源制御部５３は、エアロゾルを吸引するパフ動作の回数の増大に伴って、熱源
８０に供給する電力量（電圧）を基準電力量（基準電圧）から段階的に増大する（図７を
参照）。
【０１８３】
　これに対して、変更例１では、熱源制御部５３は、電源１０から熱源８０に印加される
電圧をパルス制御によって制御しており、熱源８０に電圧を印加するパルス幅（Ｄｕｔｙ
比）の制御によって、電源１０から熱源８０に供給する電力量を制御する。詳細には、熱
源制御部５３は、エアロゾルを吸引するパフ動作の回数の増大に伴って、熱源８０に電圧
を印加するパルス幅を基準パルス幅から段階的に短縮する（図１５を参照）。
【０１８４】
　なお、図１５では、図７に示す例に倣って、パフ状態＃４とパフ状態＃５との間で電力
量を増大するケースが例示されている。図１５では、パフ状態＃４及びパフ状態＃５以外
のパフ状態は省略されているが、パルス幅（Ｄｕｔｙ比）の制御によって、図７に示す例
と同様の効果が得られることは勿論である。
【０１８５】
　［変更例２］
　以下において、第１実施形態の変更例２について説明する。以下においては、第１実施
形態に対する相違点について主として説明する。
【０１８６】
　具体的には、上述した第１実施形態では、熱源制御部５３は、電源１０から熱源８０に
印加される電圧の制御によって、電源１０から熱源８０に供給する電力量を制御する。詳
細には、熱源制御部５３は、エアロゾルを吸引するパフ動作の回数の増大に伴って、熱源
８０に供給する電力量（電圧）を基準電力量（基準電圧）から段階的に増大する（図７を
参照）。
【０１８７】
　これに対して、変更例２では、熱源制御部５３は、熱源８０に電圧を印加する時間間隔
の制御によって、電源１０から熱源８０に供給する電力量を制御する。詳細には、熱源制
御部５３は、エアロゾルを吸引するパフ動作の回数の増大に伴って、熱源８０に電圧を印
加する時間間隔を基準時間間隔から段階的に延長する（図１６を参照）。
【０１８８】
　変更例２において、基準時間間隔とは、ユーザがパフ動作を継続している場合に、熱源
８０に対する電圧の印加を継続する最大時間を意味する。従って、ユーザがパフ動作を継
続する時間が基準時間間隔を超えると、熱源８０に対する電圧の印加が停止する。なお、
電圧の印加が停止してもユーザのパフ動作が継続している間は、発光素子４０の第１発光
態様を維持する。これによって、１回あたりのパフ動作において熱源８０に供給される総
電力量が変化するため、図７に示す例と同様の効果が得られる。
【０１８９】
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　なお、第１実施形態で説明した標準モード及び短縮モードが導入される場合には、エア
ロゾルを吸引するパフ動作の回数の増大に伴って、第１時間、第２時間及び第３時間が調
整（延長）されてもよい。
【０１９０】
　［その他の実施形態］
　本発明は上述した実施形態によって説明したが、この開示の一部をなす論述及び図面は
、この発明を限定するものであると理解すべきではない。この開示から当業者には様々な
代替実施形態、実施例及び運用技術が明らかとなろう。
【０１９１】
　実施形態では、特に言及していないが、パフ動作の回数は、１回あたりのパフ動作の所
要時間及び熱源８０に供給する電力量によって定義される値（エアロゾル発生量）によっ
て補正されてもよい。具体的には、１回あたりのパフ動作で発生するエアロゾル量が既定
値よりも少ない場合には、所定係数α（α＜１）を１回に乗算した値を加算することによ
ってパフ動作の回数を累積してもよい。一方で、１回あたりのパフ動作で発生するエアロ
ゾル量が既定値よりも多い場合には、所定係数β（β＞１）を１回に乗算した値を加算す
ることによってパフ動作の回数を累積してもよい。すなわち、パフ動作の回数は、必ずし
も整数でなくてもよい。
【０１９２】
　実施形態では、パフ動作シリーズとは、所定回数（例えば、８回）のパフ動作を繰り返
す一連の動作である。ここで、所定回数は、燃焼を伴ってエアロゾルを発生する一般的な
シガレットで行われるパフ動作の回数であってもよい。或いは、所定回数は、パフ動作シ
リーズでユーザが吸引すべき所望のエアロゾル発生量に応じて定められていてもよい。
【０１９３】
　実施形態では、許容電力量、所要電力量、第１累積電力量及び第２累積電力量は、電力
（電圧又は電流）が一定であると仮定して、時間のみによって管理されるものとして説明
した。しかしながら、実施形態は、これに限定されるものではない。電力（電圧又は電流
）が一定であると仮定しない場合には、許容時間閾値、所要電力量、第１累積時間（Ｔｃ
）及び第２累積時間（Ｔａ）は、熱源８０に供給される電力量によって定義される値（エ
アロゾル発生量）によって補正されてもよい。
【０１９４】
　実施形態では、制御ユニットは、第１ユニットに設けられるが、実施形態は、これに限
定されるものではない。制御ユニットは、第２ユニットに設けられてもよい。或いは、制
御ユニットは、第１ユニット及び第２ユニットのそれぞれに設けられてもよい。或いは、
制御ユニットの一部が第１ユニットに設けられており、制御ユニットの他の一部が第２ユ
ニットに設けられており、制御ユニットは、第２ユニットが第１ユニットに取り付けられ
た状態で制御ユニットの機能が発現されるように構成されてもよい。
【０１９５】
　実施形態では、特に言及していないが、パフ動作シリーズにおける電力制御において、
熱源８０に供給する電力量を増大するタイミングは、第２発光態様を変化させるタイミン
グと同期していることが好ましい。例えば、図６～図７に示すように、パフ状態＃４とパ
フ状態＃５との間で熱源８０に供給する電力量（電圧）が増大する場合には、パフ状態＃
４とパフ状態＃５との間で第２発光態様が変化することが好ましい。
【０１９６】
　実施形態では、特に触れていないが、図８及び図９に示すように、第１時間Ｔ１又は第
３時間Ｔ３が経過した後の区間において、標準電圧よりも小さい電圧が熱源８０に印加さ
れるが、このような区間においても、第１発光態様が継続することが好ましい。
【０１９７】
　実施形態では、基準電力量として第１基準電力量を用いる第１モード（図６に示すＬｏ
ｗモード）と、基準電力量として第１基準電力量よりも大きい第２基準電力量を用いる第
２モード（図７に示すＨｉｇｈモード）が設けられる。このようなケースにおいて、第１
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モードの発光態様は、第２モードの発光態様と異なっていてもよい。すなわち、第１モー
ドにおける第１発光態様、第２発光態様及び終了発光態様は、それぞれ、第２モードにお
ける第１発光態様、第２発光態様及び終了発光態様と異なっていてもよい。
【０１９８】
　実施形態では、電装ユニット１１０及び霧化ユニット１２０は、非吸口端を有する第１
ユニットを構成する。一方で、カプセルユニット１３０は、第１ユニットに対して着脱可
能に構成される第２ユニットを構成する。しかしながら、実施形態は、これに限定される
ものではない。
【０１９９】
　例えば、電装ユニット１１０が非吸口端を有する第１ユニットを構成しており、エアロ
ゾル源を有する霧化ユニット１２０が第１ユニットに対して着脱可能に取り付けられる第
２ユニットを構成していてもよい。このような場合には、許容電力量は、エアロゾル源の
寿命に応じて定められる。このような場合に、非燃焼型香味吸引器１００は、固体状の香
味源１３１を有しておらず、液状の香味源（例えば、たばこ由来の香喫味成分（例えば、
ニコチン）やメンソールなどの香料成分）を有していてもよい。エアロゾル源としては、
グリセリン又はプロピレングリコール等を用いることができる。また、液体の香味源とエ
アロゾル源とを、共に上述した保持体６０が保持することが好ましい。
【０２００】
　或いは、電装ユニット１１０が非吸口端を有する第１ユニットを構成しており、エアロ
ゾル源を有する霧化ユニット１２０及び香味源１３１を有するカプセルユニット１３０が
第１ユニットに対して着脱可能に取り付けられる第２ユニットを構成していてもよい。こ
のような場合には、許容電力量は、香味源１３１の寿命及エアロゾル源の寿命のうち、短
い方の寿命に応じて定められる。
【０２０１】
　実施形態では、第１ユニットに対して第２ユニットが着脱可能に取り付けられるケース
を例示した。しかしながら、実施形態は、これに限定されるものではない。具体的には、
第１ユニットから第２ユニットを取り外すことを前提とせずに、第２ユニットを第１ユニ
ットに取り付けた後において、第１ユニット及び第２ユニットは一体として構成されても
よい。すなわち、実施形態は、ディスポーザブルタイプの非燃焼型香味吸引器１００に適
用されてもよい。このようなケースにおいては、第２累積時間（Ｔａ）のリセットは不要
である。
【０２０２】
　実施形態では、制御回路５０は、第２累積時間（Ｔａ）が許容時間閾値に達し、かつ、
第１累積時間（Ｔｃ）が所要時間閾値に達した場合に、発光素子４０の発光態様によって
、第２ユニットを交換すべき旨を通知する。言い換えると、制御回路５０は、第２累積電
力量が許容電力量に達し、かつ、第１累積電力量が所要電力量に達した場合に、発光素子
４０の発光態様によって、第２ユニットを交換すべき旨を通知する。しかしながら、実施
形態は、これに限定されるものではない。具体的には、制御回路５０は、第１累積時間（
Ｔｃ）が所要時間閾値に達する前であっても、第２累積時間（Ｔａ）が許容時間閾値に達
した場合に、発光素子４０の発光態様によって、第２ユニットを交換すべき旨を通知して
もよい。言い換えると、制御回路５０は、第１累積電力量が所要電力量に達する前であっ
ても、第２累積電力量が許容電力量に達した場合に、発光素子４０の発光態様によって、
第２ユニットを交換すべき旨を通知してもよい。
【０２０３】
　実施形態では特に触れていないが、非燃焼型香味吸引器１００が行う各処理をコンピュ
ータに実行させるプログラムが提供されてもよい。また、プログラムは、コンピュータ読
取り可能媒体に記録されていてもよい。コンピュータ読取り可能媒体を用いれば、コンピ
ュータにプログラムをインストールすることが可能である。ここで、プログラムが記録さ
れたコンピュータ読取り可能媒体は、非一過性の記録媒体であってもよい。非一過性の記
録媒体は、特に限定されるものではないが、例えば、ＣＤ－ＲＯＭやＤＶＤ－ＲＯＭ等の
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【０２０４】
　或いは、非燃焼型香味吸引器１００が行う各処理を実行するためのプログラムを記憶す
るメモリ及びメモリに記憶されたプログラムを実行するプロセッサによって構成されるチ
ップが提供されてもよい。
【０２０５】
　なお、日本国特許出願第２０１４－０９５１６０号（２０１４年５月２日出願）の全内
容が、参照により、本願に組み込まれている。
【産業上の利用可能性】
【０２０６】
　実施形態によれば、第２ユニット（例えば、香味源又はエアロゾル源）に定められた許
容時間が所要時間よりも長い場合であっても、一般的なシガレットと同様の使用感で、パ
フ動作シリーズを終了すべきタイミングを把握することを可能とする非燃焼型香味吸引器
及びコンピュータ読取り可能媒体を提供することができる。

【図１】 【図２】
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